
市民の伊勢志摩サミット 

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた市民社会からの提言 

 

 

2016年 5月 SDGs市民社会ネットワーク 

 

昨年 9 月、国連特別総会において全会一致で採択された「私たちの世界を変革する：持続可能な開発の

ための 2030アジェンダ」は、17の持続可能な開発目標（SDGs）を含む、今後 15年間の世界の進むべき

道を示した画期的な合意文書です。 

 

2016年 5月 23日・24日に開催される「市民の伊勢志摩サミット」において、SDGsの実施に取り組む市

民社会は、G7首脳に対し、以下の提言をいたします。 

 

＜背景＞ 

 策定された SDGsの達成期限は 2030年。すぐに行動を起こす必要があります。 

 G7 を含む先進国も SDGs の達成が求められています。一方、2030 アジェンダ実施は各国に任されて

います。国内の実施体制を確立しなくてはなりません。 

 格差が広がる今、「誰一人取り残さない」という 2030 アジェンダの原則を、どのように実行してい

けるのかが大きな課題です。 

 環境だけではなく、経済、社会の三分野に統合的に取り組むことが求められています。また、途上

国の開発課題だけではなく、国内課題にも取り組む必要があります。 

 

 

＜G7各国首脳への提言＞ 

 国家実施計画を策定し、SDGsを既存の計画や戦略、外交政策や予算に反映させること。 

 すべての計画・戦略に「誰一人取り残さない」を中心に据え、環境・社会・経済の三分野に統合的

に取り組むこと。 

 包摂的かつ市民の参加による進捗状況の報告等の説明責任を確立すること。 

 （日本政府に対して）計画策定及び実施のための体制として、省庁連携による「2030 アジェンダ推

進本部」を立ち上げ、多様な非政府アクターとの協議を公正に行うとともに、市民社会の実質的な

参画を確保すること。 
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 特定非営利活動法人 泉京・垂井 
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